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瀬戸内環境保全特別措置法改正法と瀬戸内海環境保全基本計画の対照表 

瀬戸内環境保全特別措置法改正法（平成 27年法律第 78号） 瀬戸内海環境保全基本計画（平成 27 年２月全部変更閣議決定）の該当箇所 

（目的） 

第一条 この法律は、瀬戸内海の環境の保全に関する基本理念を定め、

及び瀬戸内海の環境の保全上有効な施策の実施を推進するための瀬戸

内海の環境の保全に関する計画の策定等に関し必要な事項を定めると

ともに、特定施設の設置の規制、富栄養化による被害の発生の防止、

自然海浜の保全、環境保全のための事業の促進等に関し特別の措置を

講ずることにより、瀬戸内海の環境の保全を図ることを目的とする。 

第１ 序説 

１ 計画策定の意義 

瀬戸内海が、我が国のみならず世界においても比類のない美しさを誇る景

勝の地として、また、国民にとって貴重な漁業資源の宝庫として、その恵沢

を国民が等しく享受し、後代の国民に継承すべきものであるという認識に立

って、それにふさわしい環境を確保し維持すること及びこれまでの開発等に

伴い失われた良好な環境を回復することを目途として、環境保全に係る施策

を総合的かつ計画的に推進するためこの計画を策定するものである。 

２ 計画の性格 

この計画は、国民に対して瀬戸内海の環境保全の目標を示し、その理解と

協力を得て、各種関係法令及び関係計画と連携しつつ、国、地方公共団体及

びその他の者がその目標を達成するために講ずべき施策等の基本的方向を明

示するとともに、諸施策の実施に当たって指針となるべきものである。 

（定義） 

第二条 この法律において「瀬戸内海」とは、次に掲げる直線及び陸岸

によつて囲まれた海面並びにこれに隣接する海面であつて政令で定め

るものをいう。 

一 和歌山県紀伊日ノ御埼灯台から徳島県伊島及び前島を経て蒲生田

岬灯台に至る直線 

二 愛媛県佐田岬灯台から大分県関埼灯台に至る直線 

三 山口県火ノ山下潮流信号所から福岡県門司埼灯台に至る直線 

２・３ 〔略〕 

― 

※改正法欄の下線箇所：改正箇所 

資料３ 
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（瀬戸内海の環境の保全に関する基本理念） 

第二条の二 瀬戸内海の環境の保全は、瀬戸内海が、我が国のみならず

世界においても比類のない美しさを誇り、かつ、その自然と人々の生

活及び生業並びに地域のにぎわいとが調和した自然景観と文化的景観

を併せ有する景勝の地として、また、国民にとつて貴重な漁業資源の

宝庫として、その恵沢を国民がひとしく享受し、後代の国民に継承す

べきものであることに鑑み、瀬戸内海を、人の活動が自然に対し適切

に作用することを通じて、美しい景観が形成されていること、生物の

多様性及び生産性が確保されていること等その有する多面的価値及び

機能が最大限に発揮された豊かな海とすることを旨として、行わなけ

ればならない。 

２ 瀬戸内海の環境の保全に関する施策は、環境の保全上の支障を防止

するための規制の措置のみならず、地域の多様な主体による活動を含

め、藻場、干潟その他の沿岸域の良好な環境の保全、再生及び創出等

の瀬戸内海を豊かな海とするための取組を推進するための措置を併せ

て講ずることにより、総合的かつ計画的に推進されるものとする。 

３ 瀬戸内海の環境の保全に関する施策は、瀬戸内海の湾、灘その他の

海域によつてこれを取り巻く環境の状況等が異なることに鑑み、瀬戸

内海の湾、灘その他の海域ごとの実情に応じて行われなければならな

い。 

第２ 計画の目標 

瀬戸内海は、自然的要素と文化的要素が一体となって形成された内海多島海

景観ともいうべき特有の自然景観・文化的景観を有し、貴重な漁業資源の宝庫

であり、また、その周辺に産業及び人口が集中し、水産・海運をはじめとした

海洋関連産業が盛んな閉鎖性水域であり、その利用も多岐にわたる海域である。 

瀬戸内海の環境保全のためには、こうした特性を踏まえるとともに、水質浄

化及び物質循環の機能を有し多様な生物の生息・生育の場となる藻場･干潟等が

減少し、また、一定の水質改善が見られる一方で依然として発生する赤潮や貧

酸素水塊の対策、円滑な物質循環の確保など、湾・灘ごとや季節ごとの課題に

対応する必要がある。 

そこで、この計画の目標については、豊かな生態系サービス（海の恵み）を、

国民全体が将来にわたって継続して享受し、かつ、生物が健全に生息・生育し

ている状態に保っていくため、美しい景観・憩い・多様な生物の生息・生育の

場としての「庭」、漁業生産の場としての「畑」、物流や人流・物質の供給路

としての「道」に例えられる多面的価値・機能が最大限に発揮された「豊かな

瀬戸内海」を目指すものとする。このため、沿岸域の環境、水質等が互いに強

く関連し合うことを考慮しつつ、個別目標を次のとおり定める。 

 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

これらの計画の目標を実現するため、既に得られた知見と技術を最大限に活

用し、現在残されている自然環境の保全や発生負荷の規制等のこれまで実施し

てきた保全型施策に加え、沿岸域における良好な環境の再生・創出、生物多様

性・生物生産性の確保の観点からの水質の管理、底質環境の改善、美しい自然

と人の生活・生業や賑わいが調和した景観の保全等を合わせて基本的な考え方

として、各種施策の積極的な実施に努めるものとする。 

その施策の検討・実施に当たっては、湾・灘ごとなどの地域の実情や季節性

に応じて行うものとし、地域における合意及び隣接地域との調整に十分配慮す

るものとする。 
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その際、必要に応じ、森・里・川・海のつながりに配慮しつつ地域における

里海づくりの手法を導入し、幅広い主体が、地域の状況に応じたあるべき姿を

共有し、適切な管理に努めるものとする。 

また、対策の効果について科学的な知見が十分に得られていない場合には、

科学的に裏付けられたデータの蓄積及び分析を行いつつ、順応的管理の考え方

に基づく取組を推進するものとする。 

（略） 

 

（瀬戸内海の環境の保全に関する基本となるべき計画） 

第三条 政府は、前条の基本理念にのつとり、瀬戸内海の環境の保全上

有効な施策の実施を推進するため、瀬戸内海の沿岸域の環境の保全、

再生及び創出、水質の保全及び管理、自然景観及び文化的景観の保全、

水産資源の持続的な利用の確保等に関し、瀬戸内海の環境の保全に関

する基本となるべき計画（以下この章において「基本計画」という。）

を策定しなければならない。 

２ 政府は、瀬戸内海の環境の保全に関する施策の効果に関する評価を

踏まえ、おおむね五年ごとに、基本計画に検討を加え、必要があると

認めるときは、これを変更しなければならない。 

 

第１ 序説 

３ 計画の範囲 

この計画は、瀬戸内海の沿岸域の環境の保全、再生及び創出、水質の保全

及び管理、自然景観及び文化的景観の保全、水産資源の持続的な利用の確保

等について定める。 

 

４ 計画の期間 

この計画の期間は概ね 10年とする。また、策定時から概ね５年ごとに、本

計画に基づく施策の進捗状況について点検を行うものとし、必要に応じて見

直しを行うものとする。 
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（瀬戸内海の環境の保全に関する府県計画） 

第四条 関係府県知事は、第二条の二の基本理念にのつとり、かつ、基

本計画に基づき、当該府県の区域において瀬戸内海の環境の保全に関

し実施すべき施策について、瀬戸内海の環境の保全に関する府県計画

（以下この章において「府県計画」という。）を定めるものとする。 

２ 関係府県知事は、府県計画を定めようとするときは、府県計画が関

係のある瀬戸内海の湾、灘その他の海域の実情に応じたものとなるよ

うにするため、あらかじめ、当該湾、灘その他の海域を単位として関

係者により構成される協議会の意見を聴き、その他広く住民の意見を

求める等、必要な措置を講ずるものとする。 

３～５ 〔略〕 

６ 第二項から前項までの規定は、府県計画の変更について準用する。 

 

 

 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

８  基盤的な施策 

(5) 環境保全思想の普及及び住民参加の推進 

瀬戸内海の環境保全対策を推進するに当たっては、生活排水や廃棄物

等も含めた総合的な対策が必要である。 

その実効を期するため、多様な環境施策の計画・実施等を行う行政、

事業活動における環境配慮行動等を行う事業者、生業の場としての海に

おける環境配慮行動等を行う漁業者、地域に根ざした環境配慮行動の提

案・企画・実施等を行う民間団体、日常生活における環境配慮行動等を

行う市民等がその責務を果たすことはもちろんのこと、瀬戸内海地域の

住民や民間団体及び瀬戸内海を利用する人々の正しい理解と協力、地域

における目標の共有が不可欠であり、瀬戸内海の環境保全に関する思想

の普及及び意識の高揚を図るものとする。また、汚濁負荷や廃棄物の排

出抑制、環境保全への理解、行政の施策策定への参加等の観点から、住

民参加の推進に努めるものとする。 

このため、公益法人等の民間団体による環境ボランティアの養成等へ

の取組の支援に努めるものとする。また、環境保全施策の策定に当たっ

て、必要に応じて地域協議会をつくるなど、幅広い主体の意見の反映に

努めるものとする。 

 

（基本計画及び府県計画の達成の推進） 

第四条の二 国及び地方公共団体は、基本計画及び府県計画の達成に必

要な措置を講ずるように努めるものとする。 

２ 国は、地方公共団体による前項の措置が円滑かつ着実に実施される

よう、地方公共団体に対し、必要な援助を行うように努めるものとす

る。 

 

 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

８  基盤的な施策 

 (8) 国の援助措置 

国は、この計画に基づき地方公共団体等が実施する事業について、そ

の円滑かつ着実な遂行を確保するため必要な援助措置を講ずるよう努め

るものとする。 
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 （自然海浜保全地区の指定） 

第十二条の七 関係府県は、条例で定めるところにより、瀬戸内海の海

浜地及びこれに面する海面のうち次の各号に該当する区域を自然海浜

保全地区として指定することができる。 

一 水際線付近において砂浜、干潟、岩礁その他これらに類する自然

の状態が維持されているもの 

二 海水浴、潮干狩りその他これらに類する用に公衆に利用されてお

り、将来にわたつてその利用が行われることが適当であると認めら

れるもの 

 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

１ 沿岸域の環境の保全、再生及び創出 

 (2)  自然海浜の保全等 

海水浴場、潮干狩場、海辺の自然観察の場等の自然とのふれあいの場

や地域住民のいこいの場として多くの人々に利用されている自然海浜に

ついては、その隣接海面を含めて自然公園や自然海浜保全地区等の指定

を行うこと等により、その利用に好適な状態で保全し、また、養浜等に

より海浜環境を整備するように努めるものとする。 

（埋立て等についての特別の配慮） 

第十三条 関係府県知事は、瀬戸内海における公有水面埋立法（大正十

年法律第五十七号）第二条第一項の免許又は同法第四十二条第一項の

承認については、第二条の二第一項の瀬戸内海の特殊性につき十分配

慮しなければならない。 

２ 〔略〕 

 

― 

 

（下水道及び廃棄物の処理施設の整備等） 

第十四条 国及び地方公共団体は、瀬戸内海の水質の現状に鑑み、下水

道及び廃棄物の処理施設の整備、汚泥のしゆんせつ、水質の監視又は

測定のための施設及び設備の整備その他瀬戸内海の水質の保全のため

に必要な事業の促進に努めなければならない。 

 

― 
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（漂流ごみ等の除去等） 

第十六条の二 国及び地方公共団体は、瀬戸内海の海域等において、漂

流し、又は海底に存するごみその他の汚物又は不要物（以下この条に

おいて「漂流ごみ等」という。）に起因する瀬戸内海の環境の保全上

の支障を防止するため、漂流ごみ等の除去その他の必要な措置を講ず

るように努めるものとする。 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

３ 自然景観及び文化的景観の保全  

 (4) 漂流・漂着・海底ごみ対策の推進 

海岸漂着物等については、美しく豊かな自然を保護するための海岸に

おける良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に

関する法律及び同法基本方針に基づき、府県における地域計画の策定、

回収・処理、発生抑制対策を関係府県等と連携して促進する。漂流・海

底ごみについては、同法附帯決議に基づき、実態把握や回収・処理、発

生抑制対策等に積極的に取り組むものとする。 

具体的には、陸域を含めたごみの投棄に対する取締りの強化及び清掃

事業の実施を図るとともに、住民等への広報活動、清掃活動への住民参

加の推進等を通じて、海面、海浜の美化意識の向上に努めるものとする。

また、瀬戸内海に流入する河川流域における清掃等の実施にも努めるも

のとする。 

特に、廃プラスチック等の漂流・漂着・海底ごみについては、汚染の

実態把握及び防止対策に努めるものとする。 

 

（技術開発等の促進） 

第十八条 政府は、速やかに、赤潮及び貧酸素水塊の発生機構の解明並

びにそれらの防除技術の開発に努めるとともに、船舶内における油の

処理技術その他瀬戸内海の環境保全のための技術の開発に努め、その

結果に基づき、必要な措置を講ずるものとする。 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

８  基盤的な施策 

(2) 環境保全に関するモニタリング、調査研究及び技術の開発等 

国、地方公共団体、事業者、民間団体等の連携の下に、海象等の基礎

的研究、瀬戸内海の特性に対応した大規模浄化事業に関する調査検討、

赤潮の発生及び貧酸素水塊の形成のメカニズムの解明並びにそれらの防

除技術の向上、環境影響評価手法の向上に関する調査研究、生物多様性・

生物生産性の確保の観点からの水質管理及び底質改善に関する調査研

究、地球規模の気候変動がもたらす生物多様性・生物生産性への影響や

適応策の調査研究等を推進するものとする。 

（略） 
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（生物の多様性及び生産性の確保に支障を及ぼすおそれがある動植物

の駆除等） 

第十九条の二 国及び地方公共団体は、瀬戸内海の海域における生物の

多様性及び生産性の確保に支障を及ぼすおそれがある動植物につい

て、駆除その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

（水産動植物の繁殖地の保護及び整備等） 

第十九条の三 国及び地方公共団体は、瀬戸内海の水産資源の持続的な

利用の確保を図るため、水産動植物の繁殖地の保護及び整備、生物の

多様性の確保に配慮しつつ行う水産動物の種苗の放流その他の必要な

措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

１ 沿岸域の環境の保全、再生及び創出 

(1) 藻場・干潟・砂浜・塩性湿地等の保全等 

藻場・干潟等水質の保全、自然景観の保全に密接に関連する動植物の

生息・生育環境に関する科学的知見の向上を図るとともに、水産資源保

全上必要な藻場及び干潟並びに鳥類の渡来地及び採餌場として重要な干

潟について、保護水面の指定、鳥獣保護区の設定等により極力保全する

よう努めるものとする。また、その他の藻場・干潟等についても、水質

浄化や生物多様性の確保、環境教育・環境学習の場等として重要な役割

を果たしていることから、保全するよう努めるものとする。 

開発等に伴い失われた藻場・干潟・自然海浜等については、良好な環

境を回復させる観点から、再生・創出するよう努めるものとする。 

 

４ 水産資源の持続的な利用の確保 

水産資源が生態系の構成要素であり、限りあるものであることにかんがみ、

その持続的な利用を確保するため、生物多様性・生物生産性の観点から環境

との調和に配慮しつつ、水産動植物の増殖の推進を図り、科学的知見に基づ

く水産資源の適切な保存及び管理が実施されるよう一層の推進に努めるもの

とする。 

藻場・干潟は重要な漁場であるばかりでなく、水産生物の産卵、幼稚魚の

成育等の資源生産の場としての機能や、有機物の分解による水質の浄化等の

様々な機能を有していることを踏まえ、その保全・創造に努めるものとする。 

また、水産生物の生活史に対応した良好な生息・生育環境空間を創出する

ため、より広域的・俯瞰的な視点を持った漁場整備と水域環境保全対策の推

進に努めるものとする。 

さらに、水産資源の管理措置については、漁業者はもとより、広く一般の

理解を深めるとともに、遊漁者にも資源管理において一定の役割を果たして

もらえるよう努めるものとする。 
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（瀬戸内海の環境の調査） 

第十九条の四 環境大臣は、瀬戸内海における水質の状況その他の環境

の状況について定期的に調査をし、その結果をこの法律の適正な運用

に活用するものとする。 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

８  基盤的な施策 

(2) 環境保全に関するモニタリング、調査研究及び技術の開発等 

国、地方公共団体、事業者、民間団体等の連携の下に、海象等の基礎

的研究、瀬戸内海の特性に対応した大規模浄化事業に関する調査検討、

赤潮の発生及び貧酸素水塊の形成のメカニズムの解明並びにそれらの防

除技術の向上、環境影響評価手法の向上に関する調査研究、生物多様性・

生物生産性の確保の観点からの水質管理及び底質改善に関する調査研

究、地球規模の気候変動がもたらす生物多様性・生物生産性への影響や

適応策の調査研究等を推進するものとする。 

瀬戸内海の環境を保全し回復させる観点から、生態系の構造や各種機

能の評価、景観等の評価手法と指標の開発、生態系等の効果的な環境モ

ニタリング手法、生態系への化学物質の影響等に関する調査研究並びに

藻場及び干潟の造成、廃棄物等の再利用等に関する技術開発を促進する

ものとする。 

また、栄養塩類の適切な管理等に関する順応的管理に向けた実証事業

等を行う場合は、その効果及び影響について正確かつ継続的なモニタリ

ングを行うとともに、課題に対する科学的・技術的な解決策のための研

究に努めるものとする。 

さらに、瀬戸内海に関する環境情報や調査研究、技術開発の成果等の

データベースを整備し、情報の共有化、情報収集の効率化に努めるもの

とする。 
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附則 

（検討） 

２ 政府は、瀬戸内海における栄養塩類の減少、偏在等の実態の調査、それが水

産資源に与える影響に関する研究その他の瀬戸内海における栄養塩類の適切

な管理に関する調査及び研究に努めるものとし、その成果を踏まえ、この法律

の施行後五年を目途として、瀬戸内海における栄養塩類の管理の在り方につい

て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとする。 

３ 政府は、前項に定めるもののほか、この法律の施行後五年以内を目途として、

この法律による改正後の瀬戸内海環境保全特別措置法（以下この項において

「新法」という。）の施行の状況を勘案し、新法第五条第一項に規定する特定

施設の設置の規制の在り方を含め、新法の規定について検討を加え、必要があ

ると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

第１ 序説 

４ 計画の期間 

この計画の期間は概ね 10年とする。また、策定時から概ね５年ごとに、本

計画に基づく施策の進捗状況について点検を行うものとし、必要に応じて見

直しを行うものとする。 

 

第３ 目標達成のための基本的な施策 

８  基盤的な施策 

(2) 環境保全に関するモニタリング、調査研究及び技術の開発等 

国、地方公共団体、事業者、民間団体等の連携の下に、海象等の基礎

的研究、瀬戸内海の特性に対応した大規模浄化事業に関する調査検討、

赤潮の発生及び貧酸素水塊の形成のメカニズムの解明並びにそれらの防

除技術の向上、環境影響評価手法の向上に関する調査研究、生物多様性・

生物生産性の確保の観点からの水質管理及び底質改善に関する調査研

究、地球規模の気候変動がもたらす生物多様性・生物生産性への影響や

適応策の調査研究等を推進するものとする。 

瀬戸内海の環境を保全し回復させる観点から、生態系の構造や各種機

能の評価、景観等の評価手法と指標の開発、生態系等の効果的な環境モ

ニタリング手法、生態系への化学物質の影響等に関する調査研究並びに

藻場及び干潟の造成、廃棄物等の再利用等に関する技術開発を促進する

ものとする。 

また、栄養塩類の適切な管理等に関する順応的管理に向けた実証事業

等を行う場合は、その効果及び影響について正確かつ継続的なモニタリ

ングを行うとともに、課題に対する科学的・技術的な解決策のための研

究に努めるものとする。 

さらに、瀬戸内海に関する環境情報や調査研究、技術開発の成果等の

データベースを整備し、情報の共有化、情報収集の効率化に努めるもの

とする。 

 


